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１ 本質問回答は、令和７年９月１日(月)から９月３日(水)までに受け付け

た東松島市学校給食センター維持管理運営包括委託事業の募集要項等に関

する質問(２回目)を項目順に整理するとともに、その回答を付したもので

す。 

２ 項目・質問の内容は､質問者の記載のとおりとしています。ただし、記

載位置については、市で整理していますので注意してください。 

  



 （１）

１ 募集要項等に関する質問回答(２回目) 
 

＜ 募集要項に関する質問回答 ＞ 

番号 項 目 頁 第 1 (1) ① ｱ a) 質 問 回 答 

1 (質問回答１

回目番号８)

契約保証金 

16 5 5 (2)    「履行保証保険契約は、特

別目的会社（ＳＰＣ）又は

共同企業体（ＪＶ）での付

保が必要となります。」と

ご回答いただきましたが、

保険会社に確認したとこ

ろ、ＪＶ名義での付保の場

合、構成企業の連帯保証が

必要になる場合があり、企

業として対応が厳しい恐れ

があります。 

ＪＶによる付保を基本とし

て保険会社と交渉いたしま

すが、これが厳しい場合、

以下を条件として各社での

付保について協議いただく

ことは可能でしょうか。 

①ＪＶとしての付保が厳し

い理由の提示 

②運営企業・維持管理企業

がそれぞれ履行保証保険

に加入しＪＶ付保の場合

と同等の内容が確保され

ていること 

③貴市の承諾があること 

ご質問にある①保険契約が

厳しいことの理由が妥当な

ものであること、②同等内

容の確保が可能なものであ

ること、及び③市が承諾で

きることを条件に、構成員

ごとの保険契約について、

事業者は市と協議できるも

のとします。 

2 (質問回答１

回目番号 12)

サービス価格

の改定 

19 5 6 (2) ③ エ C) 第１回質問回答では「消費

税及び地方消費税を含む統

計が正規のものであり、消

費税及び地方消費税を含ま

ない統計は仮のものである

ため、原案どおり（税込指

数での改定）」と回答をい

ただいておりますが、以下

の理由により改定実務と整

合が取れないため「消費税

を除く指数」を採用するこ

とを再度検討願います。 

・現ＰＦＩ事業において

は、貴市からは「税抜

額」に対して「消費税を

除く指数」を用いた改定

率を乗じて改定額を通知

（公印有）いただいてお

り、実務上の混乱が生じ

ること 

原案のとおりとします。ご

質問の「消費税を除く指

数」は、日本銀行の公表Ｈ

Ｐにおいても「参考指数」

とされており、かつ、数値

データでの提供となってい

るため、データを取得する

時期（タイミング）によっ

ては修正が加えられ、その

差異（修正）に気付かない

場合が生じます。一方で、

「消費税を含む指数」は、

日本銀行の公表ＨＰにおい

ても「正規指数」として取

り扱われており、かつ、

（固定された）ＰＤＦデー

タでの提供となっているた

め、データを取得する時期

（タイミング）によって差

異を生じるようなことはあ



 （２）

番号 項 目 頁 第 1 (1) ① ｱ a) 質 問 回 答 

・消費税は役務の提供に対

して事業者が得る対価そ

のものではなく、対価に

対して課税されるもので

あって、改定対象の業務

費はあくまで「税抜額」

であることから「消費税

を除く指標」を用いるこ

とが合理的であること 

・税率変更が生じた際、割

戻しての指標算出が必要

になり、過去の改定率と

の整合が問題になること

（割戻しが必要になった

時点で「ご回答にいう

「正規の統計」ではなく

おそれがあること） 

りません。 

その上で、ご質問の１点目

について、現ＰＦＩ事業と

本包括委託事業とは、直接

の関係はありません。 

ご質問の２点目、３点目に

ついて、そのために、消費

税率に関する補正を行うこ

ととしています。 

3 運営費相当分

の支払額の改

定 

20 5 6 (3) ③ イ a) 運営費についても、以下の

理由により改定実務と整合

が取れないため「消費税を

除く指数」を採用すること

を再度検討願います。 

・現ＰＦＩ事業において

は、貴市からは「税抜

額」に対して「消費税を

除く指数」を用いた改定

率を乗じて改定額を通知

（公印有）いただいてお

り、実務上の混乱が生じ

ること 

・消費税は役務の提供に対

して事業者が得る対価そ

のものではなく、対価に

対して課税されるもので

あって、改定対象の業務

費はあくまで「税抜額」

であることから「消費税

を除く指標」を用いるこ

とが合理的であること 

・税率変更が生じた際、割

戻しての指標算出が必要

になり、過去の改定率と

の整合が問題になること

（割戻しが必要になった

時点で「ご回答にいう

「正規の統計」ではなく

おそれがあること） 

番号２への回答を参照して

ください。 

4 (質問回答１ 31 6 4 (5)    募集要項では「現事業にお 原案のとおりとします。質



 （３）

番号 項 目 頁 第 1 (1) ① ｱ a) 質 問 回 答 

回目番号 19)

光熱水費に関

するモニタリ

ング 

ける光熱水費の 120％（価

格換算）を超えた場合に

は、当該 120％（価格換

算）を超えた部分の光熱水

量に相当する光熱水費は、

事業者負担とする。」とさ

れており、その理由が第１

回質問回答において「電

気、水道、ガスと異なる光

熱水量を単純に比較するこ

とが困難であるため」とご

回答をいただいておりま

す。 

しかしながら、電気、水

道、ガスそれぞれの現使用

量と、次期事業期間中の使

用量を個別に比較すれば、

エネルギー源ごとに節約へ

の取組状況など、光熱水費

の増減理由が明確に把握・

分析できるため、電気、水

道、ガス毎の使用量をモニ

タリングすることは、貴市

にとっても有益な方法と考

えます。 

また、電気、水道、ガスそ

れぞれの契約単価が、令和

５・６年度平均単価より

20％以上値上げされた場合

には、どんなに事業者が節

電、節水、節ガスに取り組

んでも、当該単価値上げ分

のすべてが事業者負担とな

ってしまう事業条件となっ

ております。 

そのため、（価格換算）に

よるモニタリングではな

く、（使用量）によるモニ

タリングへの修正を再度検

討願います。 

問回答（１回目）番号 19

では「･･･、現事業の光熱

水量と本事業の光熱水量を

比較する場合、同一時点単

価によって価格換算した上

で比較しようというもので

す。なお、「同一時点単

価」として、令和５・６年

度の平均単価を想定してい

ます。」としています。つ

まり、ご質問にある「･･･

それぞれの契約単価が、令

和５・６年度平均単価より

20％以上値上げされた場合

には、どんなに事業者が節

電、節水、節ガスに取り組

んでも、当該単価値上げ分

のすべてが事業者負担とな

ってしまう事業条件･･･」

ではないとともに、電気、

水道、ガスの使用量のウエ

イトが変化した場合にも、

適切に比較できるものであ

ることに留意と理解をお願

いします。 

なお、この規定は、募集要

項で「ただし、明らかに事

業者に帰責事由がない場合

（例えば、提供給食数の増

大、献立の大幅な変更、気

候等環境条件の変動など）

においては、この限りでは

ない。」としているよう

に、事業者にペナルティー

を課すことを目的とするも

のではなく、光熱水量の適

切な使用を促そうとするも

のです。 

5 パート人件費 

支払額の算出

方法 

       第１回質問回答 18 頁パー

ト人件費の改定算出方法に

て、改定対象年度-１年の

８月の最低賃金を用いて改

定するとご提示いただきま

した。 

最低賃金は毎年８月に各労

働局の審議会での答申に基

ご理解のとおりです。８月

としているのは、市が翌年

度予算案の作成に取り掛か

る時期を意識したもので

す。仮に、何らかの理由で

最低賃金の公表が遅れた場

合であっても、翌年度に適

用されることが確実であ



 （４）

番号 項 目 頁 第 1 (1) ① ｱ a) 質 問 回 答 

づき、当年の 10 月から適

用されているところ、ここ

にいう「８月の最低賃金」

とは「当該年度の答申に基

づき８月に公表され、同年

度 10 月から適用される最

低賃金」をいう（例えば、

令和８年８月の最低賃金と

は、令和８年度の答申に基

づき令和８年 10 月から適

用される最低賃金）という

ことでよろしいでしょう

か。 

り、かつ、翌年度予算に関

する手続に間に合うようで

あれば、当該公表の最低賃

金を反映するものとしま

す。 

 

＜ 様式集に関する質問回答 ＞ 

な し 

 

＜ 要求水準書に関する質問回答 ＞ 

な し 

 

＜ 添付資料・別冊資料に関する質問回答 ＞ 

な し 

 

＜ 事業者選定基準に関する質問回答 ＞ 

番号 項 目 頁 1 (1) 1) ｱ - - 質 問 回 答 

6 (質問回答１

回目番号 41)

基本的要件に

関する適格審

査 

3 5      共同企業体で入札参加する

場合の基礎審査基準として

「共同企業体を組成する場

合にあっては、業務分担の

内容及び価額が明示されて

いるとともに、共同企業体

として必要となる条件が満

たされていること。」とご

提示いただきました。 

このうち、「価額の明示」

については、様式 24（維持

管理業務費）様式 25（運営

費）にて該当企業がわかる

ようにすればよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりで問題あり

ません。 

 

＜ 基本協定書（案）に関する質問回答 ＞ 

な し 

 

＜ 包括委託契約書（案）に関する質問回答 ＞ 

番号 項 目 頁 章 節 条 項 号 
別紙 
番号 質 問 回 答 

7 (質問回答１ 2 1  1 (11   「事業年度」の定義におい ご質問箇所の「令和９年３



 （５）

番号 項 目 頁 章 節 条 項 号 
別紙 
番号 質 問 回 答 

回目番号 44)

用語の定義 

) て、初年度を「本契約の締

結日から令和９年３月31日

まで」に修正する旨、回答

をいただいておりますが、

包括委託契約における初年

度は「締結日～令和８年３

月31日」になるかと存じま

すので、再修正をお願いい

たします。 

募集要項３ページの事業の

スケジュールにてご提示い

ただいているとおり、本事

業は「引継業務期間（令和

８年１月上旬（≒締結日）

～令和８年３月 31 日）」と

「給食提供の期間（令和８

年４月１日～令和18年３月

31 日」に分かれており、こ

れに従うと、包括委託契約

における初年度は「令和８

年３月31日」までになるか

と存じます。 

（ご回答の初年度「～令和

９年３月 31 日まで」は、

「給食提供の期間」の初年

度に該当するため、誤りか

と存じます。） 

月 31 日までをいう。」を

「令和８年３月31日までを

いう。」に修正します。 

 

＜ その他に関する質問回答 ＞ 

番号 項 目 箇 所 質 問 回 答 

8 (質問回答１

回目番号 50)

照明器具管球

類の交換につ

いて 

要求水準書P.8 -4-(4) 

日常修繕・日常更新業

務 

当該対応策について「市と

事業者での協議の場を設け

るものとします。」とご回

答いただいていることか

ら、管球の在庫が市場から

完全になくなる等の事態に

よりＬＥＤ化が必要となっ

た場合の対応は、本事業対

象外との認識でよろしいで

しょうか。 

ＬＥＤ化は単なる管球の取

り換えと異なり工事を伴い

多大な費用を要するため本

事業対象外であることを確

認させてください。 

ご理解のとおりです。ＬＥ

Ｄ化工事が必要な場合に

は、市の費用と責任で、こ

れを実施するものとしま

す。 

 

以上 

 


